
（単位：千円）

4,046,162 -
現 金 50 -
預 け 金 4,046,111 -

- -
- -

1,000,000 -
- -

商 品 国 債 - -
商 品 地 方 債 - -
商 品 政 府 保 証 債 - -
そ の 他 の 商 品 有 価 証 券 - -

- -
8,623,811 -

国 債 8,208,721 -
地 方 債 400,063 -
短 期 社 債 - -
社 債 - -

　 株 式 15,026 -
そ の 他 の 証 券 - 308,720

- 152,297
割 引 手 形 - -
手 形 貸 付 - 68,529
証 書 貸 付 - 70,764
当 座 貸 越 - -

- -
外 国 他 店 貸 - -
買 入 外 国 為 替 - -
取 立 外 国 為 替 - 13,003

381,526 31,163
未 決 済 為 替 貸 - 35,015
前 払 費 用 7,371 15,093
未 収 収 益 348,091 -
保 管 有 価 証 券 等 - -
そ の 他 の 資 産 26,063 -

76,764 -
建 物 50,953 542,290
リ ー ス 資 産 - -
建 設 仮 勘 定 - 10,000,000
その他の有形固定資産 25,811 -

35,812 -
ソ フ ト ウ ェ ア 33,662 -
リ ー ス 資 産 - 3,660,877
その他の無形固定資産 2,149 -

39,089 3,660,877
- 繰 越 利 益 剰 余 金 3,660,877
- -

-
13,660,877

-
-
-
-
-

13,660,877
14,203,167 14,203,167

手形貸付のうち金融機関貸付金　　　 -　円 借入金のうち金融機関借入金　    －  円

繰 延 税 金 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

売 渡 外 国 為 替

（ 資 産 の 部 ）

金　　　　額

資 本 金

資 本 剰 余 金

売 渡 手 形

借 用 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

通 知 預 金

定 期 預 金

無 形 固 定 資 産

再 割 引 手 形

借 入 金

資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

　第２３期中 （平成２７年９月３０日現在） 中間貸借対照表

預 金

当 座 預 金

科 目 科 目

（ 負 債 の 部 ）

金　　　　額

現 金 預 け 金

新 株 予 約 権

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

未 決 済 為 替 借

未 払 法 人 税 等

外 国 為 替

外 国 他 店 借

退 職 給 付 引 当 金

未 払 費 用

前 受 収 益

従 業 員 預 り 金

給 付 補 て ん 備 金

未 払 外 国 為 替

コ ー ル ロ ー ン

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

繰 延 税 金 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

金融商品取引責任準備金

買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

リ ー ス 債 務

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

支 払 承 諾

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

負 債 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

自 己 株 式 申 込 証 拠 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金



平成27年 4月 1日から
第２３期中 中間損益計算書

平成27年 9月30日まで

（単位：千円）

553,293
498,655
53,215

貸 出 金 利 息 -
有 価 証 券 利 息 配 当 金 50,533
コ ー ル ロ ー ン 利 息 -
買 入 手 形 利 息 -
預 け 金 利 息 1,948
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 -
そ の 他 の 受 入 利 息 733

1,256
受 入 為 替 手 数 料 -
そ の 他 の 役 務 収 益 1,256

-
外 国 為 替 売 買 益 -
商 品 有 価 証 券 売 買 益 -
国 債 等 債 券 売 却 益 -
国 債 等 債 券 償 還 益 -
そ の 他 の 業 務 収 益 -

166
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 -
償 却 債 権 取 立 益 -
株 式 等 売 却 益 -
金 銭 の 信 託 運 用 益 -
そ の 他 の 経 常 収 益 166

410,960
17

預 金 利 息 -
譲 渡 性 預 金 利 息 -
コ ー ル マ ネ ー 利 息 -
売 渡 手 形 利 息 -
借 用 金 利 息 -
新 株 予 約 権 付 社 債 利 息 -
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 -
そ の 他 の 支 払 利 息 17

107,801
支 払 為 替 手 数 料 298
そ の 他 の 役 務 費 用 107,503

-
外 国 為 替 売 買 損 -
商 品 有 価 証 券 売 買 損 -
国 債 等 債 券 売 却 損 -
国 債 等 債 券 償 還 損 -
国 債 等 債 券 償 却 -
そ の 他 の 業 務 費 用 -

303,141
-

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -
貸 出 金 償 却 -
株 式 等 売 却 損 -
株 式 等 償 却 -
金 銭 の 信 託 運 用 損 -
そ の 他 の 経 常 費 用 -

142,333

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

金　　　　　　　　額

経 常 収 益

科　　　　　目

資 金 調 達 費 用

信 託 報 酬

そ の 他 経 常 収 益

役 務 取 引 等 費 用

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

経 常 費 用



（単位：千円）

-
固 定 資 産 処 分 益 -
金融商品取引責任準備金取崩額 -
そ の 他 の 特 別 利 益 -

166
固 定 資 産 処 分 損 166
金融商品取引責任準備金繰入額 -
そ の 他 の 特 別 損 失 -

142,166
50,582

△ 2,410
48,172
93,993

特 別 利 益

中 間 純 利 益

金　　　　　　　　額

税 引 前 中 間 純 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

科　　　　　目

法 人 税 等 合 計



（単位：千円）

その他利益
剰余金

繰越利益剰
余金

10,000,000 - - - 3,566,883 - 13,566,883 - - - - 13,566,883

中間純利益 - - - - 93,993 - 93,993 - - - - 93,993

株主資本以
外の項目の
中間期変動
額（純額）

- - - - - - - - - - - -

- - - - 93,993 - 93,993 - - - - 93,993

10,000,000 - - - 3,660,877 - 13,660,877 - - - - 13,660,877当中間期末残高

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有
価証券評
価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地再評
価差額金利益準

備金

当期首残高

当中間期変動額

当中間期変動額
合計

　　　第２３期中
平成２７年　４月　１日から

　中間株主資本等変動計算書
平成２７年　９月３０日まで

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権

資本準
備金

その他資
本剰余金



【個別注記表】

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、その他有価証券については原則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券

の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

有形固定資産は、定額法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上して

おります。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物   ８年 ～ ２３年

その他   ４年 ～ １５年

(2) 無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、行内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、過去の一定期間における貸倒実

績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

  (2) 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、小規模企業等における簡便法(退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)により、当中間期末にお

ける必要額を計上しております。

また、複数事業主により設立された企業年金制度(全国信用金庫厚生年金基金)に加入し

ており、当行の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、

当該年金制度への拠出額を退職給付費用として計上しております。



なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当行の割

合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。

   イ.制度全体の積立状況に関する事項(平成 27 年 3月 31 日現在)

①年金資産の額                 1,659,830,986 千円

②年金財政計算上の数理債務の額と    1,824,563,577 千円

最低責任準備金の額との合計額

差引額(①－②)                  △164,732,591 千円

    ロ.制度全体に占める当行の掛金拠出割合(平成 27 年 3月分)

当行分掛金拠出額  制度全体の掛金拠出額

       1,218 千円 ÷ 5,986,782 千円  ＝   0.0203 ％   

  ハ.補足説明

年金財政計算上の過去勤務債務残高 247,567,203 千円から別途積立金 82,834,612 千

円を控除した金額が上記イの差引額と一致いたします。本制度における過去勤務債務

の償却方法は期間 19年 0カ月の元利均等定率償却であり、当行は、過去勤務債務残高

に充当される特別掛金3,787千円を当中間期末の財務諸表上、費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退

職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発生していると認められる額を計上し

ております。

４．リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20年 4月 1

日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。

５．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

注記事項
(中間貸借対照表関係)

１．担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保に供している資産

   有価証券       ８,２０８,７２１千円

また、その他の資産には、保証金２６ ,００９千円が含まれております。

２．有形固定資産の減価償却累計額     ７９,９８９千円



(中間株主資本等変動計算書関係)

○ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

                                    （単位：千株）

当会計年度

期首株式数

当中間会計期

間増加株式数

当中間会計期

間減少株式数

当中間会計期

間末株式数

摘要

発行済株式 ２００ － － ２００   －

普通株式 ２００ － － ２００   －

合 計 ２００ － － ２００   －

自己株式 － － －   －   －

普通株式   － － －   －   －

合 計 － － －   －   －

(金融商品関係)

○ 金融商品の時価等に関する事項

平成 27年 9月 30 日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表に

は含めておりません((注２)参照)。

また、重要性の乏しい科目については、記載を省略しております。

(単位：千円)

中間貸借対照表計

上額

時価 差額

(1) 現金預け金

(2) 買入金銭債権

(3) 有価証券

満期保有目的の債券

4,046,162

    1,000,000

8,608,785

4,046,162

   1,000,000

8,964,800

         －

         －

356,014

13,654,948 14,010,962 356,014

資産計 13,654,948 14,010,962 356,014

(1) 信託勘定借 308,720 308,720          －

負債計 308,720 308,720          －

(注１) 金融商品の時価の算定方法

資 産

(1) 現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。



(2) 買入金銭債権

これらは、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

(3) 有価証券

満期保有目的の債券は市場価格によっております。

負 債

(1) 信託勘定借

これらは、満期がないため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額は

次のとおりであります。

(単位：千円)

区 分 中間貸借対照表計上額

① 非上場株式(*１) 15,026

(*１) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから時価開示の対象とはしておりません。

(有価証券関係)

○ 満期保有目的の債券（平成 27 年 9月 30 日現在）          

種 類 中間貸借対照表

計上額

（千円）

時  価

（千円）

差  額

（千円）

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えるもの

国 債 8,208,721 8,544,380 335,658

地方債 400,063 420,420 20,356

買入金銭債権 － － －

小 計 8,608,785 8,964,800 356,014

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えないもの

国 債 － － －

地方債 － － －

買入金銭債権 1,000,000 1,000,000 －

小 計 1,000,000 1,000,000 －

合 計 9,608,785 9,964,800 356,014

（注）非上場株式については、（金融商品関係）の金融商品の時価等に関する事項（注２）

を参照。



(税効果会計関係)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであり

ます。

繰延税金資産

減価償却超過額                   4 千円

無形固定資産償却超過額      1,656

賞与引当金繰入額超過額      10,302

退職給付引当金繰入額超過額   11,296

役員退職慰労引当金繰入額     4,869

その他                     10,960

繰延税金資産小計             39,089

評価性引当額                      －

繰延税金資産合計               39,089

繰延税金資産の純額             39,089 千円

(１株当たり情報)

１株当たりの純資産額        ６８,３０４円３８銭

１株当たりの中間純利益金額     ４６９円９６銭



(参考)

金 額 負　　債 金 額

- 指定 金銭 信託 161

23,142 特定 金銭 信託 232,201

国 債 14,642 投 資 信 託 1,124,957

地 方 債 - 金銭信託以外の金銭の信託 86,339

社 債 5,000 有価証券の信託 447,100

株 式 - 金銭債権の信託 122,495

外 国 証 券 3,500 包 括 信 託 170,310

その他の証券 -

-

1,721,883

263,000

121,456

15

3,000

308

50,760

預 け 金 50,760

2,183,566 合　　計 2,183,566

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 共同信託他社管理財産については、該当ありません。

(単位：百万円）

第２３期中　(平成２７年９月３０日現在)  信託財産残高表

合　　計

資　　産

そ の 他 債 権

コ ー ル ロ ー ン

銀 行 勘 定 貸

現 金 預 け 金

投資信託有価証券

信 託 受 益 権

受 託 有 価 証 券

金 銭 債 権

貸 出 金

有 価 証 券

注


	

